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「中国経済研究会」のお知らせ 

2013年度第6回（通算第38回）の中国経済研究会は下記の要領で開催することになりました。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 
時  間： 2013年12月17日(火) 16:30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館８階リフレッシュルーム (会場変更)
報告者： 鄭小平（立命館大学経済学部教授） 

テーマ： 「中国における地域格差の変化とその原因―戦後日本経済の経験を参考に―」
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2013年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月23日（火）、 5月21日（火）、 6月18日（火）、7月23日(火) 

後期：10月22日（火）、11月19日（火）、12月17（火）、1月21日（火） 

（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 
************************************************************************************************
中国ニュース　１２.９－１２.１５
ヘッドライン

■　労働力：中国は労働力の「数」頼みから「質」向上へ
■　北朝鮮：張成沢氏の処刑

· 健康：中国の大都市において呼吸器や心血管の疾患を抱える市民の数が急増
· 環境：中国の大気汚染、長江デルタではＰＭ２．５が基準値の２４倍にも
· 調査：世界の住宅価格が高騰
· 商品：大気汚染による「空気清浄機ブーム」も業界秩序が未整備
· 宇宙：中国の月探査車が月面に　３カ月間の調査へ
· 黒竜江：中国初「外貨使用特区」が誕生、ルーブル決済が可能に
· 広州：３０階建て高層ビルが火災、全体が炎に
· 台湾：台湾の２０１３年の漢字は「假」
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ニュース詳細

· 労働力：中国は労働力の「数」頼みから「質」向上へ
【１２月９日　大公網】シンガポール華字紙・聯合早報は先ごろ、中国の「一人っ子政策」緩和と高齢化問題を扱った記事を掲載した。記事では、「中国は圧倒的な労働力で世界の工場という奇跡を実現した」とした上で、「今後は数から質への転換が課題だ」と指摘した。人口問題に詳しい北京大学社会学部の陸傑華（ルー・ジエホア）教授は、「一人っ子政策緩和の対象となる層はまだそれほど多くなく、高齢化や労働力不足の解決には貢献しない」とした上で、「高齢化への流れが反転することは基本的にあり得ない」との見解を示した。中国の労働人口は２０１５年をピークに減少し、「未富先老（豊かになる前に高齢化する）」段階に入るとみられている。陸教授は、「中国は出生率低下により過去３０年間のような労働密集型の経済方式に頼ることはできない」とした上で、「教育・文化、スキル、健康な身体の三つの要素を高め、労働力の質を向上させる必要がある」と指摘した。

· 北朝鮮：張成沢氏の処刑
【１２月１４日　北京晩報】北朝鮮の張成沢前国防委員会副委員長が１２日に処刑されたことについて、北朝鮮はなぜこれほど迅速に実行し、しかも事件の詳細まで公開したのかについて、各国メディアの分析を紹介した。９日付の朝鮮中央通信によると、張成沢氏は８日の労働党政治局拡大会議で党から除名され、すべての職務から解任された。それからわずか４日後の１３日、朝鮮中央通信は「１２日に特別軍事裁判が開かれ、国家の転覆を図った反逆罪で死刑判決が下り、即日実行された」と報じた。北朝鮮政府の事態の処理の早さと公開の程度に世界は大きな驚きを示した。韓国紙・中央日報によると、張成沢氏に対するこれほど早急な死刑執行は韓国政府や専門家にとって思いもよらぬことだった。韓国では、恐らく無期懲役の判決が下され、政治犯収容所に収容されるだろうとの見方が大勢を占めていた。別の韓国メディアは、北朝鮮では指導部の親族に対しては比較的軽い処分を行うことが一般的であり、張成沢氏は金正恩第１書記の叔父であるため、たとえすべての職を解かれても、死刑にはならないだろうと予測していた。また、公開の程度にも世界から注目が集まっている。米メディアは「北朝鮮では過去にも高官の粛清が行われてきたが、罪の内容をこれほど詳細に報じたことはなかった」と報じた。では、北朝鮮はなぜ今回このように迅速に処理し、しかもこれほどまでに公開したのか？韓国紙・朝鮮日報は「北朝鮮政府が張成沢氏の親族や同調者による軍事政変や反乱を心配し、機先を制する措置を取ったのではないか」と分析。日本メディアは「見せしめ効果を狙った」と報じた。韓国・聯合ニュースは韓国国会情報委員会の徐相箕委員長の分析として、「張成沢氏を取り巻く内部闘争の可能性を根絶するため」と指摘。米メディアは「金正恩第１書記が自身の政敵に公開で対抗を示し、たとえ親族関係であっても容赦しないと警告した」との見方を示した。北朝鮮の指導部は金正日総書記時代からの人が多く、６０～７０歳に達している。そのため、若い金正恩第１書記に必ずしも忠誠を誓っているとは言えない。金第１書記が権力を掌握した以降のこの２年間で、少なくとも４０％の高官が金第１書記に忠誠を誓う若い高官に交代させられている。

· 健康：中国の大都市において呼吸器や心血管の疾患を抱える市民の数が急増

【１２月１４日　京華時報】北京や上海、広州などの大都市において呼吸器や心血管の疾患を抱える市民の数が急増しており、都市部の住民のうち約４割が動悸や疲労感といった症状を経験したことがあることが分かった。北京市健康保健協会はこのほど、中国各地の２０都市６８万人を対象に実施した調査結果を発表し、微小粒子状物質（ＰＭ２．５）によって北京や上海、広州では呼吸器や心血管の疾患を抱える市民の数が３年前の調査に比べて急増していると発表した。空気中の微小粒子状物質はその大きさによって呼吸器に与える影響が異なる。大きめの粒子状物質は鼻の粘膜などにひっかかり、喉を通り抜けて肺に達することはないものの、直径が２．５マイクロメートル（１マイクロメートルは１０００分の１ミリメートル）以下のＰＭ２．５は吸い込むと肺の奥や血管まで侵入し、ぜんそく・気管支炎、肺がんや心臓疾患などを発症・悪化させ、死亡リスクも増加させる。北京市健康保健協会は都市部の住民に向けて、外出時のマスク着用を呼びかけたほか、健康増進のために早朝に体練を行っている市民に向けて、「大気汚染が発生している際には体練を行わないよう」呼びかけた。

· 環境：中国の大気汚染、長江デルタではPM２．５が基準値の２４倍にも
【１２月１１日　人民網】香港紙サウスチャイナ・モーニング・ポストによると、深刻なスモッグにより、中国では多くの地域で学校が閉鎖され、飛行機の便にも影響が出ている。長江デルタの一部地域のＰＭ２．５（大気汚染の一因である微小粒子状物質）の濃度は世界保健機関（ＷＨＯ）の安全基準の２４倍に達している。大気汚染の深刻化を受け、中国最大のインターネット・ショッピングサイト「淘宝網（タオバオ）」では、空気清浄器とマスクが大きく売り上げを伸ばしている。検索件数も過去最高を記録した。ここ１週間、空気清浄器の検索件数は前週の約５倍、前年同期の約１４倍となった。売り上げは前の週の約２．６倍、前年同期の約１２倍となった。マスクも同様で、前の週に比べ、検索件数は２．６８倍、売り上げは１．７３倍となった。マスクが最もよく売れているのは上海市、江蘇省、浙江省といった沿岸部の地域で、次いで北京市や天津市となっている。河南省鄭州市ではスモッグを利用して販促を行う店も現れ、空気を浄化する効果があることをセールスポイントにした観葉植物はわずか１日で２００株も売れた。

· 調査：世界の住宅価格が高騰
【１２月１３日　毎日経済新聞】英不動産代理店のナイトフランクが発表した最新の世界住宅価格指数によると、金融危機から５年後の現在、世界の住宅価格が危機前のピーク値を上回り、記録を再更新した。熱気に包まれるアジアの住宅市場も、住宅価格の上昇率が世界で最も高い地域となっている。そのうちドバイの上昇率が２８．５％で１位に、中国が２１．６％で２位になった。ナイトフランクによる世界の５３の国と地域の住宅価格を対象とする追跡調査によると、世界住宅価格指数は今年第３四半期に金融危機前の水準を超え、２００８年のピーク値を４％上回った。世界で最もホットな住宅市場はアジアに集中しており、そのうちドバイが２８．５％の上昇率を示し、最もホットな住宅市場となった。これに続いたのは中国本土だ。上昇率が高まっている香港住宅市場は１６．１％で３位につけた。今後１０年間で、中国の１億人以上が農村部から都市部に移住するとみられるため、住宅の需要は依然として旺盛だ。香港の指導者は市場のクールダウンを願っているが、中国の力強い信用貸付拡大、米国の超量的緩和策が、同市場をヒートアップさせている。上述した地域のほか、台湾、インドネシア、トルコ、ブラジル、コロンビア、ドイツ、米国が続き、住宅価格が高騰した。

· 商品：大気汚染による「空気清浄機ブーム」も業界秩序が未整備
【１２月９日　新浪網】大気汚染が深刻化した中国で空気清浄機ブームが起きる一方で、業界の秩序整備が追い付いていない現状が伝えられた。記事は、環境保護当局が７日、全国２０省・市・自治区の１０４都市が重度の大気汚染に見舞われたと発表したことを紹介。家庭の空気清浄機保有率が現状１パーセントに満たないという調査結果を挙げたうえで、空気清浄機業界の市場規模は１５００億元（約２兆５０００億円）にまで拡大する見込みであることを伝えた。その一方で、新興産業である空気清浄機業界はまだ秩序が確立されていないという業界関係者のコメントを紹介。原価が３万円程度の製品に１０万円以上の価格がつくなど高い利潤がつけられていること、高利潤なうえ技術的ハードルも低いために国内外の大手メーカーに混ざって多くの中小企業も参入し、業界全体が「玉石混交」状態であることなどを例示した。なお、現在の市場シェアは約７５％が外国ブランドが占有しており、フィリップスが３３．４％、パナソニックが２８．５％だという。一方国内ブランドは専門メーカーの亜都が１８．５％、大手家電メーカーの美的が３．９％と低迷している。

· 宇宙：中国の月探査車が月面に、３カ月間の調査へ
【１２月１５日　国際在線】月面に軟着陸した中国の無人月探査機「嫦娥３号」は１５日午前４時３５分（日本時間同５時３５分）、搭載していた無人探査車「玉兎号」を月面に降ろした。探査車は約３カ月間、地球からの遠隔操作などで月面を走行し、地形や地質構造のデータ収集、自然資源の探査を行う。６輪の探査車は太陽電池パネルを収納した状態で長さ１．５メートル、幅１メートル、重量約１４０キロ。中国中央テレビは同日、太陽電池パネルを開いた「玉兎号」がレールの上を通り、ゆっくりと月面に降り立つ様子を放送し、旧ソ連、米国に次ぐ月面への軟着陸成功と月面探査の開始を大々的に宣伝した。宇宙開発を加速している中国は、２０２０年ごろには独自の宇宙ステーションを建設する計画を進めており、軍事利用に対する懸念も高まっている。

· 黒竜江：中国初「外貨使用特区」が誕生、ルーブル決済が可能に
【１２月１５日　新浪網】中国国務院はこのほど、中国・ロシア国境に位置する黒竜江省綏芬河市を国内初の「外貨使用特区」として正式に認可した。これにより、同市ではルーブル建ての決済が可能になる。綏芬河市は黒竜江省最大のロシア民間貿易商品の集積地。ルーブルが使用可能になることで、マーケットで販売されている商品がロシア現地の価格で購入できるほか、ロシアからの観光客の買い物も容易になる。また、同市では金融機関でのルーブルの引き出しも可能になる。

■　広州：３０階建て高層ビルが火災、全体が炎に
【１２月１５日　南方日報】広東省広州市で１５日午後６時５０分（日本時間午後７時５０分）ごろ、３０階建ての高層ビルで火災が起きた。１５日深夜も炎上が続き、ビル全体が炎に包まれたが、死傷者は確認されていない。地元メディアによると、ビルの電気系統のショートが原因とみられる。ビルは建設が途中でストップし、現在は倉庫として靴が大量に保管されていたため、火の回りが早かったという。２５階の柱が倒壊したとの情報もあり、地元当局は立ち入り禁止エリアを拡大した。

· 台湾：台湾の２０１３年の漢字は「假」
【１２月１５日　北京晩報】台湾ではその１年を表す漢字１文字を決めるイベントが、２００８年から行われている。今年は５７の文字が候補に挙がり、３週間余りの期間に合計６万２１７２票が集まった。１位は１万７７９０票を獲得した「假」で、２位の「黒」（３８６１票）とは大差が付いた。「假」は日本語では「偽の」という意味。主催した台湾紙・聯合報の総編集長は、２０１３年には「毒デンプン事件」（※台湾の食品に使われているデンプンに基準値を超える化学物質が含まれていたことが発覚した事件）など、食品の安全に関わるトラブルが多かったことが要因だろうとしている。
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上海街角インタビュー　⑩
社団法人大阪能率協会アジア・中国事業支援室副室長（海外委員）

順利包装集団董事（在上海）

福喜多技術士事務所所長

福喜多俊夫

「中国の電気自動車（EV）は大躍進を遂げるか？」

新エネルギー車産業の発展を加速し、省エネ・排出削減を推進し、大気汚染の改善を促すため、中国財政部、中国科学技術部、中国工業情報化部、中国発展改革委員会（発改委）の4つの部・委員会は9月17日、「新エネルギー車の使用普及業務の継続実施に関する通知」を共同発表した。

2012年6月28日に国務院が可決した「省エネ・新エネルギー自動車産業発展企画」によると、2015年をめどに電気自動車とプラグインハイブリッドカーの生産台数を累計50万台とし、20年には200万台を超えるようにするとしている。だが現実の数字をみると、国の補助金政策が大規模に行われた12年ですら、新エネルギー自動車の販売台数は1万2791台にとどまり、同年の自動車販売台数全体のわずか約0.7％を占めただけだった。

　果たして中国の電気自動車産業は大躍進を遂げるのか？

　　私の関係している会社は自動車内装材を生産しているので、自動車関連産業には縁がある。そこで業界に詳しい陸旭東さんに中国の電気自動車の最新事情を伺った。今回は街角インタビューというより単独インタビューである。

1． EVの政府計画

　　2012年6月28日、国務院が「省エネ・新エネルギー自動車産業発展企画（2012-2020）」を発行、その中で電気自動車に関して以下の目標が設定された。

　①新エネ自動車の発展方向

　　　純電気自動車（EV）、及びプラグインハイブリッド（PHV）車を発展の方向とする。

　②EV＋PHVの目標販売台数は2015年に50万台、2020年には200万台、累計500万台

　　しかし、その後1年の状況から鑑みると、この計画は楽観すぎて明らかに達成不可能。マッキンゼーの推測では、中国のEV販売台数は2017年15万台、2020年100万台実現すればいい方という。

2． EV補助金について

　①国家レベルの補助金

　　　中国のEV政策について、2009年1月に“十城千輌”計画を発表。これはバス、タクシー、公用車を主に10都市に1000輌の割合でEVを取り入れる計画である。（実行段階では諸原因でいろいろ問題が出た）

　　　2010年5月、家庭用EVを促進するため「個人の新エネルギー車購入に関する補助金試行の通知」を発表。北京、上海、深圳、杭州、長春、合肥の6都市を施行都市とし、電動車電池に3000元/KWhの補助金を出した。（但し、EVは最高6万元、PHVは最高5万元まで）

　　　この補助金制度は12年末に終了したが、続きの政策がなく、2013年9月17日になって、やっと新しい補助金政策を公表、今度は全国規模で実施することになった。
	EV走行距離（km）
	80～150
	150～250
	250以上
	

	PHV走行距離(km)
	
	
	
	50以上

	補助金（万元）
	3.5
	5
	6
	3.5


　②地方レベルの補助金

　　　国家レベルの補助金政策に合わせ、各試行都市ではEVを促進するため地方補助金も導入した。（非試行地域は静観）

　　　例えば上海では、電気自動車電池補助金2000元/KWh、EVは最高4万元、PHVは最高3万元。加えてナンバープレートは無料（ガソリン自動車のナンバープレートは競売制で、7～8万元かかる）。深圳では、EVは6万元、PHVは3万元の補助金が出る。他の試行都市も似た補助金政策を実施している。しかし、地方財政から出るので、地方補助金がほとんど現地生産のEVに限定という条件がついており、地方保護色が強い。

　　（深圳：比亜迪（BYD）e6、　上海：上海汽車　E50）

　　　これらの都市では、国家補助金と地方補助金を同時に受けられるので、1台のEVは補助金で大よそ10～12万元安くなる。

　　　なお、2013年9月17日の国家レベルの補助金政策見直しのように、2014年には各地の地方補助金政策も変わり、補助金額は平均10％引き下げられることが予測されている。

３．実際商業運営しているEVの状況

　①深圳　比亜迪（BYD）のe6：タクシーとして影響力大

　　　走行距離300キロと長いが、価格は37万元（約590万円）と高価なため、補助金を貰ったとしても25万元（約400万円）となり、充電ステーションの少なさ等使用の不便さを考慮すればガソリン車には太刀打ち出来る状態にはない。街の顔としてタクシーに使用されている。

　
[image: image1]
　②上海　上海汽車の栄威E50

　　　販売価格は23.5万元、電池走行距離180キロ。補助金を貰えば14.5万元（約230万円）で入手可能。ナンバープレートが無料で交付されることを考えれば有利と考えられるが、販売実績は千単位の台数。

　　　
[image: image2]
③杭州の電動タクシー、衆泰5008EV

　　　電池1回交換時の最長走行距離93キロ、この短さでは実用的とは言い難い。1日200キロ走行するためには4回の電池交換が必要。  　　

　　　
[image: image3]
4． モーターショーで公開、或いは開発が終わったEV一覧

①啓辰e30（東風汽車）

　　　2012年広州モーターショー（2012年11月）でデビュー、日産リーフの中国版、160キロ走行可能。2015年量産開始の予定。

　　　
[image: image4]
　
②E150EV（北京汽車）

　　　2013年6月販売開始。150キロ走行可能、価格は24万元。補助金を差し引けば12万元（約190万円）で入手可能。販売実績は不明。

　　　
[image: image5]
　③長安E30（長安汽車）

　　　北京房山区でタクシーとしてデモ。価格は25～30万元の見込み

　　　
[image: image6]
　④賽欧SPRINGO（上海GM）
　　　2012年広州モーターショ－でデビュー。走行距離150キロ、価格は25.8万元の予定

　　　
[image: image7]
　⑤愛意（江准汽車）　

　　　2012年合肥市で政府用車として250台出荷。走行距離120キロ、価格15.8万元。

　　補助金8.3万元を差し引けば7.5万元（120万円）で入手可能。実績は少ない。

　　　
[image: image8]
　
⑥開利（一汽VW）

　　　コンセプトカーとして展示、それ以外の情報は不明

　　　
[image: image9]
中国のEVについて陸さんは下記の様な私見を述べた。　

EVはほぼ世界横一線で走り出しているので、自動車工業で先進国を追い越す良いチャンスとは思うが、コア技術があるわけではないので、革新的な技術開発がないと中国が世界をリードする立場に立つのは難しい。また、現状は政府主導でEVとPHVを発展方向としているので、市場の力が働かないのが難。現状では急速な発展は見込めないのではないか、マッキンゼーの予測した2017年15万台、2020年100万台というのが現実的な数字ではないかと思う。また、中国だけのことではないが、EVの将来は電池の技術進歩（安全性、寿命、快速充電）にある。

（写真はインターネットで各種情報からダウンロードしたものである） 

　

参考①：各種EVの特徴

　１）HV（ハイブリッド）：プリウスが代表作。エンジン駆動が主。エンジン及びブレーキのエネルギーを利用して発電、その電気を駆動に補助。電池容量が小さく（電池だけの駆動では1キロしか走れない）、厳密に言うとEVではない。電池とエンジン両方駆動なので構造複雑。

　２）PHV（プラグインハイブリッド）：エンジン駆動が主。重量と性能を総合考慮してHVの電池を大きくし（例えば40～50キロ電池駆動）、車の一日平均移動距離60キロのうち、出来るだけガソリン駆動を減らす。　

　３）EV（純電気自動車）：電池駆動。環境には一番いいが、走行距離が短いほか、電池容量大による重量増、高価、更に充電時間が長く、電池寿命が短い等解決しなければならない課題が多い。

　４）Range-Extended（増程式）EV：電池駆動。電池が弱くなったらエンジン発電により電池を充電して車を駆動。電池容量が比較的小さくてすみ、電池寿命が長、ガソリン節約及びエンジンが安定運行可能なのでメリットがある。

参考②：世界の主要EV（一般ハイブリッドを除く）
	メーカー
	モデル
	走行距離（km）

	Tesla

日産
ホンダ
Mini

Volvo

BMW

三菱
Peugeot

Smart

VW

GM

トヨタ
	Model 5
Leaf

FIT EV

Mini E

C30

BMW i

i-MiEV

iOn

Fortwo

Golf Blue-e-motion

Volt（Range-extended）
Prius Plug-in
	256～480
170
160

100～190

150

160

160

150

100

150


以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	1549
	20.3
	24.9
	
	
	
	

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0

	12月
	8.9
	12.8
	18.1
	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3

	2012年
	
	
	
	
	
	2303
	7.9
	4.3
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	-8.7
	-5.4
	14.5
	15.7

	12月
	7.9
	10.3
	15.2
	2.5
	18.8
	316
	14.0
	6.0
	-7.8
	-4.5
	14.4
	15.0

	2013年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.0
	20.8
	291
	25.0
	29.0
	-12.4
	-3.4
	15.9
	15.4

	2月
	
	
	
	3.2
	
	153
	21.7
	-14.9
	-35.6
	6.3
	15.2
	15.1

	3月
	7.7
	8.9
	12.6
	2.1
	21.5
	-9
	10.0
	14.2
	-19.7
	5.7
	15.7
	14.9

	4月
	
	9.3
	12.8
	2.4
	19.8
	182
	14.6
	16.6
	13.9
	0.4
	16.1
	14.9

	5月
	
	9.2
	12.9
	2.1
	19.7
	204
	0.9
	-0.1
	-14.4
	0.3
	15.8
	14.5

	6月
	7.5
	8.9
	13.3
	2.7
	19.9
	271
	-3.3
	-0.9
	-17.3
	20.1
	14.0
	14.1

	7月
	
	9.7
	13.2
	2.7
	20.2
	178
	5.1
	10.8
	1.2
	24.1
	14.5
	14.3

	8月
	
	10.4
	13.4
	2.6
	21.4
	285
	7.1
	7.1
	-11.7
	0.6
	14.7
	14.1

	9月
	7.8
	10.2
	13.3
	3.1
	19.6
	152
	-0.4
	7.4
	-16.8
	4.9
	14.2
	14.3

	10月
	
	10.3
	13.3
	3.2
	19.2
	311
	5.6
	7.5
	-8.2
	1.2
	14.3
	14.1

	11月
	
	10.0
	13.7
	3.0
	17.6
	338
	12.7
	5.4
	
	
	14.2
	14.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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